
 

 

 

京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱 

 

平成25年12月24日 京都府告示第636号  

（最終改正 令和６年５月17日 京都府告示第243号） 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、地震による建築物の倒壊等の被害から府民の生命、身体及び財産を保護

するために、要緊急安全確認大規模建築物及び通行障害既存耐震不適格建築物の耐震設

計等に要する経費に対し、補助金等の交付に関する規則（昭和35年京都府規則第23号。

以下「規則」という。）及びこの告示の定めるところにより、予算の範囲内において補

助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（1）要緊急安全確認大規模建築物 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法

律第123号。以下「法」という。）附則第３条第１項に規定する要緊急安全確認大規

模建築物をいう。 

（2）通行障害既存耐震不適格建築物 法第５条第３項第２号に規定する通行障害既存耐

震不適格建築物をいう。 

(3) 耐震診断 法第２条第１項に規定する耐震診断をいう。 

(4) 耐震設計 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業制度要綱（令和３年３月31日付け

国住街第222号、国住市第155号国土交通省住宅局長通知。以下「国要綱」という。）

に規定する耐震化のための計画の策定をいう。 

(5) 耐震改修 法第２条第２項に規定する耐震改修をいう。 

(6) 建替え 現に存する建築物を除却するとともに、当該建築物の敷地(これに隣接する

土地を含む。)に建築物を新たに建築することをいう。 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助金の交付

の対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）、補助金の交付の対象となる経費（以

下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、別表のとおりとする。 

 

（交付申請） 

第４条 規則第５条に規定する申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

 

（事業変更承認申請書） 

第５条 補助金の交付の決定を受けた補助対象事業者（以下「補助事業者」という。）

は、前条の申請書に記載した事項を変更しようとする場合には、別記第２号様式による

変更承認申請書を提出し、あらかじめ、知事の承認を受けなければならない。 

 

（期間の変更等） 

第６条 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業



 

 

の遂行が困難となった場合には、その理由及び補助対象事業の遂行状況を記載した書類

を提出し、知事の指示を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 規則第13条に規定する実績報告書は、別記第３号様式によるものとし、補助事業

の完了した日から起算して１箇月を経過した日又は補助金の交付決定に係る年度の翌年

度の４月10日のいずれか早い日までに提出するものとする。 

 

（補助金の受領委任） 

第７条の２ 別表の２の項に掲げる補助対象事業を行った補助事業者は、補助金の交付の

決定を受けた補助金の受領を補助対象事業に係る委託の受けた者又は工事の受注者に委

任すること（以下「受領委任」という。）ができる。 

２ 受領委任により補助金の交付を受けようとする補助事業者は、前条の実績報告書に補

助金受領委任状(別記第３号の２様式)を添えて知事に提出するものとする。 

 

（全体設計の承認） 

第８条 補助対象事業者は、補助対象事業が複数年度にわたる場合には、初年度の補助金

の交付の申請までに、全体設計承認申請書（別記第４号様式）を知事に提出し、あらか

じめ、知事の承認を受けなければならない。当該補助対象事業に係る事業費の総額を変

更する場合も同様とする。 

２ 知事は、前項の承認をしたときは、その旨を当該承認に係る補助対象事業者に通知する

ものとする。 

 

（書類の提出部数及び経由） 

第９条 この告示の規定に基づき補助対象事業者が知事に提出する書類の部数は、１部（補

助対象事業者が市町村（京都市を除く。次項において同じ。）の場合にあっては、２部）

とする。 

２ 前項の書類は、補助対象事業者が市町村の場合にあっては、当該市町村の区域を所管

する京都府土木事務所の長を経由しなければならない。 

 

（その他） 

第10条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付、財産処分の制限又は補助金交付決

定の取消しに関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

この告示は、平成25年12月24日から施行し、平成25年度分の補助金から適用する。 

 

附 則（平成26年告示第215号） 

 この告示は、平成26年４月11日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物耐震化緊急支援事業費補助金交付要綱の規定は、平成26年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則（平成28年告示第217号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 



 

 

 

   附 則（平成29年告示第186号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 30年告示第 66号） 

 この告示は、平成30年２月６日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物等耐震化支援事業費補助金交付要綱の規定は、平成29年度分の補助金から適用する。 

 

附 則（平成 30年告示第 433号） 

 この告示は、平成30年７月31日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物等耐震化支援事業費補助金交付要綱の規定は、平成30年度分の補助金から適用する。 

 

附 則（令和元年告示第 11号） 

この告示は、令和２年１月10日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物等耐震化支援事業補助金交付要綱の規定は、令和元年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則（令和２年告示第489号） 

１ この告示は、令和２年８月 28日から施行する。 

２ この告示による改正後の京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱の規

定は、この告示の施行の日以後の申請に係る補助対象事業に対する補助金について適用

し、同日前の申請に係る補助対象事業に対する補助金については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（令和３年告示第185号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和３年告示第 318号） 

この告示は、令和３年５月28日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物等耐震化支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和３年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則（令和４年告示第 426号） 

この告示は、令和４年７月19日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物等耐震化支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和４年度分の補助金から適用する。 

 

附 則（令和６年告示第 243 号） 

この告示は、令和６年５月17日から施行し、この告示による改正後の京都府大規模建築

物等耐震化支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和６年度分の補助金から適用する。 

  



 

 

別表（第３条関係） 
 補助対象 
 事業 

 

補助対
象事業
者 

 
補助対象経費 

 

 
補助金の額 

 

１ 要緊急
安全確認
大規模建
築物に係
る事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

要緊急
安全確
認大規
模建築
物の存
する市
町村 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 要緊急安全確認大規模建築物の
所有者（当該所有者の同意を得た
者を含む。以下同じ。）が当該要
緊急安全確認大規模建築物に係る
耐震設計又は建替えの設計を実施
するために要する経費（以下「対
象耐震設計等経費」という。）に
対して市町村が補助する場合にお
ける当該補助に要する経費 

 

市町村が補助する要緊急安全確認大
規模建築物ごとの対象耐震設計等経
費の額（当該対象耐震設計等経費の
額が基準限度額を超える場合は、当
該基準限度額）を合算した額に６分
の１を乗じて得た額と補助対象経費
の額から国要綱に基づき国が当該市
町村に交付する補助金の額を控除し
た額に２分の１を乗じて得た額を比
較していずれか少ない額 

２ 要緊急安全確認大規模建築物の
所有者が当該要緊急安全確認大規
模建築物に係る耐震改修、除却又
は建替えを実施するために要する
経費（以下「対象耐震改修等経
費」という。）に対して市町村が
補助する場合における当該補助に
要する経費 

 
 
 
 
 

次に掲げる額を合算した額（当該額
が1,150万円を超える場合は、1,150
万円） 

(1)市町村が補助する要緊急安全
確認大規模建築物ごとの対象耐
震改修等経費の額（当該対象耐
震改修等経費の額が要緊急安全
確認大規模建築物の面積１平方
メートルにつき５万1,200円
（知事が別に定める工法による
場合は８万3,800円、それ以外
の工法による場合で、耐震診断
の結果、建築物の耐震診断及び
耐震改修の促進を図るための基
本的な方針（平成18年国土交通
省告示第184号）に規定する構
造耐震指標（以下「Iｓ値」と
いう。）が0.3未満相当である
場合は５万6,300円）を乗じて
得た額を超える場合は、当該
額）の5.75パーセントに相当す
る額（以下「基準額」とい
う。）を合算した額 

(2)次に掲げる額のいずれか低い
額 
ア 基準額にそれぞれ２分の１
を乗じて得た額を合算した額 

イ 補助対象経費の額から国要
綱に基づき国が当該市町村に
交付する補助金の額に(1)の
額を加えて控除した額に３分
の１を乗じて得た額 



 

 

 要緊急
安全確
認大規
模建築
物の所
有者 

対象耐震改修等経費 補助対象経費の額（当該対象経費の
額が要緊急安全確認大規模建築物の
面積１平方メートルにつき５万
1,200円（知事が別に定める工法に
よる場合は８万3,800円、それ以外
の工法による場合で、耐震診断の結
果、Iｓ値が0.3未満相当である場合
は５万6,300円）を乗じて得た額を
超える場合は、当該額）の5.75 パ
ーセントに相当する額（当該算出し
た額が1,150万円を超える場合は、
1,150万円） 

２ 通行障
害既存耐
震不適格
建築物に
係る事業 

 
 

通行障
害既存
耐震不
適格建
築物の
所有者
（当該
所有者
の同意
を得た
者を含
む。以
下同
じ。） 
 

１ 通行障害既存耐震不適格建築物
の所有者が当該通行障害既存耐震
不適格建築物の耐震診断を実施す
るために要する経費 

 

補助対象経費の額（当該補助対象経
費の額が基準限度額に157万円を限
度として知事が必要と認める額を加
えた額を超える場合は、当該額）         

２ 通行障害既存耐震不適格建築物
の所有者が当該通行障害既存耐震
不適格建築物に係る耐震設計又は
建替えの設計を実施するために要
する経費 

補助対象経費の額（当該補助対象経
費の額が基準限度額を超える場合
は、当該基準限度額）に６分の５
を乗じて得た額 

３ 通行障害既存耐震不適格建築物
の所有者が当該通行障害既存耐震
不適格建築物に係る耐震改修、除
却又は建替えを実施するために要
する経費 

補助対象経費の額（当該補助対象経
費の額が通行障害既存耐震不適格建
築物の面積１平方メートルにつき５
万1,200円（住宅の場合は３万4,100
円、マンションの場合は５万200円 
（耐震診断の結果、Is値が0.3未満
相当である場合は５万5,200円）、
住宅以外の建築物で知事が別に定め
る工法である場合は８万3,800円、
これら以外の建築物で、耐震診断の
結果、Is値が0.3未満相当である場
合は５万6,300円）を乗じて得た額
を超える場合は、当該額）に15分の
11を乗じて得た額（当該算出した額
が2,530万円を超える場合は、2,530
万円） 

備考  １ 建替え後の建築物が次のいずれかに該当する場合には、当該建替えを実施する
ために要する経費については、この表の規定にかかわらず、補助対象経費としな
い。ただし、知事がやむを得ない事情があると認める場合は、この限りでない。 
(1) 住宅の建替えにあっては、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の
推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項に規定する土砂災害特
別警戒区域内に存する場合 

(2) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）
第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に適合しない場
合 

(3) 都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）第88条第１項に規定する住宅等
を新築する行為に該当するものにあっては、同条第５項の規定による公表に係
るものである場合 

２ この表において「基準限度額」とは、次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ
れに定める額をいう。 
⑴ 延べ面積が1,000平方メートルまでの建築物 面積１平方メートルにつき
3,670円 

⑵ 延べ面積が1,000平方メートルを超え2,000平方メートルまでの建築物 210万
円に面積１平方メートルにつき1,570円を加えた額 



 

 

⑶ 延べ面積が2,000平方メートルを超える建築物 314万円に面積１平方メート
ルにつき1,050円を加えた額 

３ 補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 



 

 

別記 

第１号様式(第４条関係) 

  （その１） 

番     号  

年  月  日  

 

 京都府知事    様 

 

 市町村の長      

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付申請書 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分） 

 

 京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり補助

金の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

 ２ 補助事業の実施予定期間 

     年  月  日から  年  月  日まで 

 ３ 補助金交付申請額   金     円 

 ４ 添付書類 

  (1) 交付申請内容内訳書（別紙１） 

  (2) 交付申請額内訳書(別紙２) 

  (3) 収支予算書(別紙３) 

  (4) 歳入歳出予算議決証明書 

(5) 耐震改修にあっては、建築物別にまとめた次の書類（イからオまでについ

て、第７条の規定による耐震設計の実績報告書に添付したものと同じ書類であ

る場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

   ア 耐震設計の概要を記した書類 

イ 耐震設計の各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏

図、小屋伏図及び構造詳細図） 

   ウ 耐震設計の構造計算書 

   エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書に

アからウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添付を

省略することができます。） 

カ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第429号。以下

「令」という。）第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第

16号まで又は第19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事

が必要と認める書類 

(6) 除却又は建替えにあっては、建築物別にまとめた次の書類（イ及びウについ

て、第７条の規定による建替えの設計に係る実績報告書に添付したものと同じ



 

 

書類である場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 除却又は建替えの概要を記した書類 

イ 建替えの設計に係る各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏

図、各階床伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えに係る構造計算書 

エ 令第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第16号まで又

は第19号に掲げる建築物の建替えの事業にあっては、その他知事が必要と認

める書類 



 

 

別紙１ 

交 付 申 請 内 容 内 訳 書  

区 分 棟 数 交付申請額 摘 要 

耐震設計又は建

替えの設計   
棟 円  

耐震改修、除却又

は建替え    
棟 円  

計 円 

 



 

 

別紙２ 

交付申請額内訳書 

１ 耐震設計又は建替えの設計 

番

号 

所有者の

氏名又は

名称及び

代表者名 

建築物の

名称 

建築物の

所在地 

用途、階

数及び区

分 

延べ面積 

対象耐震

設計等経

費 (A) 

(A)×1/6 

(B) 

補助対象

経費 (C) 

国の補助金

の交付額 

(D) 

（(C)-(D)）×

1/2 (E) 
補助額 摘要 

          

㎡ 円 円 円 円 円 円 

  

計         

注 １ 建築物ごとに記入してください。 

２ 令附則第２条第１項第２号のイからへまでに掲げる建築物の区分のいずれの区分に該当するかを「区分」に記入してくださ

い。 

３ (B)と(E)のうち少ない方の額を「補助額」欄に記入してください。 

４ 「補助額」欄の金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨ててください。  

５ 「摘要」欄には耐震設計又は建替えの設計の別を記入してください。 



 

 

別紙３ 

収 支 予 算 書 

収入の部 

 

支出の部 

 

 

 

  

区 分 予 算 額 摘 要 

      

計     

区 分 予 算 額 摘 要 

      

計     



 

 

（その１の２） 

番     号 

年  月  日 

 

京都府知事    様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付申請書 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分） 

 

京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり補助金

の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

２ 補助事業の実施予定期間 

     年  月  日から  年  月  日まで 

３ 補助金交付申請額   金     円 

４ 添付書類 

(1) 交付申請内容内訳書（別紙１） 

(2) 交付申請額内訳書(別紙２) 

(3) 収支予算書(別紙３) 

(4) 耐震改修にあっては、建築物別にまとめた次の書類（イからオまでについて、

第７条の規定による耐震設計の実績報告書に添付したものと同じ書類である場合

は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 耐震設計の概要を記した書類 

イ 耐震設計の各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏図、

小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 耐震設計の構造計算書 

エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書にア

からウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添付を省略

することができます。） 

カ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第429号。以下「令」

という。）第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第16号まで又

は第19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事が必要と認め

る書類 

(5) 除却又は建替えにあっては、建築物別にまとめた次の書類（イ及びウについ

て、第７条の規定による建替えの設計に係る実績報告書に添付したものと同じ書類



 

 

である場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 除却又は建替えの概要を記した書類 

イ 建替えの設計に係る各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各

階床伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えに係る構造計算書 

エ 令第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第16号まで又は第

19号に掲げる建築物の建替えの事業にあっては、その他知事が必要と認める書類 

 

  



 

 

別紙１ 

交 付 申 請 内 容 内 訳 書  

 

 

  

区 分 棟 数 交付申請額 摘 要 

耐震改修、除却又

は 建 替 え 
棟 円  

計 円 

 



 

 

別紙２ 

交付申請額内訳書 

１ 耐震改修、除却又は建替え 

番 

号 

 所有者の氏名又

は名 

称及び代表者名 

建築物の名称 建築物の所在地 
用途、階数及び区

分 
延べ面積 補助対象経費(A) 

補助額 

(A)×5.75パーセ

ント (B) 

摘要 

          

㎡ 円 円 

  

計     

注 １ 建築物ごとに記入してください。 

２ 令附則第２条第１項第２号のイからへまでに掲げる建築物の区分のいずれの区分に該当するかを「区分」に記入してください。 

３ 「補助額」欄の金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨ててください。 

４ 「摘要」欄には耐震改修、除却又は建替えの別を記入してください。 

５ 「延べ面積」欄には、耐震改修にあっては耐震改修後における建築物の延べ面積を、除却又は建替えにあっては現に存する建築物の

延べ面積を記入してください。 

  



 

 

別紙３ 

収 支 予 算 書 

収入の部 

区 分 予 算 額 摘 要 

      

計     

 

支出の部 

区 分 予 算 額 摘 要 

      

計     

 

 

 

 

 

  



 

 

 

（その２）  

年  月  日  

 

京都府知事    様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）     

 

      年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付申請書 

（通行障害既存耐震不適格建築物に係る事業分） 

 

京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり補助金

の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

２ 補助事業の実施予定期間 

年  月  日から  年  月  日まで 

３ 補助金交付申請額  金      円 

４ 添付書類 

(1) 交付申請内容内訳書（別紙１） 

(2) 交付申請額内訳書（別紙２） 

(3) その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙１ 

交 付 申 請 内 容 内 訳 書  

区 分 棟 数 交付申請額 摘 要 

耐 震 診 断 棟 円  

耐震設計又は建

替えの設計 
棟 円  

耐震改修、除却又

は建替え    
棟 円  

計 円 

 



 

 

 

別紙２ 

交付申請額内訳書 

１ 耐震診断 

番

号 

所有者の氏

名又は名称

及び代表者

名 

建築物の名

称 
建築物の所在地 

用途、階数及び

区分 
延べ面積 補助対象経費 補助額 摘要 

          

㎡ 円 円 

  

計     

注 １ 建築物ごとに記入してください。 

２ 「補助額」欄の金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨ててください。 



 

 

 

２ 耐震設計又は建替えの設計 

番

号 

所有者の氏

名又は名称

及び代表者

名 

建築物の名

称 
建築物の所在地 

用途、階数及び

区分 
延べ面積 補助対象経(A) 補助額(A)×5/6 摘要 

          

㎡ 円 円 

  

計     

注 １ 建築物ごとに記入してください。 

２ 「補助額」欄の金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨ててください。 

３ 「摘要」欄には耐震設計又は建替えの設計の別を記入してください。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

３ 耐震改修、除却又は建替え 

番

号 

所有者の氏

名又は名称

及び代表者

名 

建築物の名

称 
建築物の所在地 

用途、階数及び

区分 
延べ面積 補助対象経(A) 補助額(A)×11/15 摘要 

          

㎡ 円 円 

  

計     

注 １ 建築物ごとに記入してください。 

２ 「補助額」欄の金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨ててください。 

３ 「摘要」欄には耐震改修、除却又は建替えの別を記入してください。 

４ 「延べ面積」欄には、耐震改修にあっては耐震改修後における建築物の延べ面積を、除却又は建替えにあっては現に存する建

築物の延べ面積を記入してください。 

 



 

 

 

第２号様式(第５条関係) 

（その１） 

番     号  

年  月  日  

  京都府知事    様 

 

  市町村の長     

 

  年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業補助金変更承認申請書 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分） 

 

   年  月  日付け京都府指令第  号により交付決定のあった上記補助金

に係る事業について、下記のとおり変更したいので、京都府大規模建築物等耐震化支援

事業費補助金交付要綱に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

 １ 補助金交付決定額  金      円 

 ２ 変更による申請額  金      円 

 ３ 変更の理由 

 ４ 添付書類 

    (1) 変更交付申請内容内訳書（別記第１号様式の（その１）の別紙１に準じて作

成してください。） 

  (2) 変更交付申請額内訳書（別記第１号様式の（その１）の別紙２に準じて作成

してください。） 

  (3) 収支予算書（別記第１号様式の（その１）の別紙３に準じて作成してくださ

い。） 

  (4) 歳入歳出予算議決証明書 

（5) 耐震改修の変更にあっては、当該変更に係る建築物別にまとめた次の書類

（イからオまでについて、第７条の規定による実績報告書に添付したものと同

じ書類である場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 耐震設計の概要を記した書類 

イ 耐震設計の各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏

図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 耐震設計の構造計算書 

エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書

にアからウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添

付を省略することができます。） 

カ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第429号。以下

「令」という。）第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第

16号まで又は第19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事

が必要と認める書類 

(6) 除却又は建替えの変更にあっては、当該変更に係る建築物別にまとめた次の



 

 

 

書類（イ及びウについて、第７条の規定による実績報告書に添付したものと同

じ書類である場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 除却又は建替えの概要を記した書類 

イ 建替えの設計に係る各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏

図、各階床伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えの設計に係る構造計算書 

エ 令第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第16号まで又

は第19号に掲げる建築物の建替えの事業にあっては、その他知事が必要と認

める書類 

 

  



 

 

 

 

（その１の２） 

番     号 

年  月  日 

京都府知事    様 

 

  住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業補助金変更承認申請書 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分） 

 

   年  月  日付け京都府指令第  号により交付決定のあった上記補助金

に係る事業について、下記のとおり変更したいので、京都府大規模建築物等耐震化支援

事業費補助金交付要綱に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額  金      円 

２ 変更による申請額  金      円 

３ 変更の理由 

４ 添付書類 

(1) 変更交付申請内容内訳書（別記第１号様式の（その１の２）の別紙１に準じて

作成してください。） 

(2) 変更交付申請額内訳書（別記第１号様式の（その１の２）の別紙２に準じて作

成してください。） 

(3) 収支予算書（別記第１号様式の（その１の２）の別紙３に準じて作成してくだ

さい。） 

(4) 耐震改修の変更にあっては、当該変更に係る建築物別にまとめた次の書類（イ

からオまでについて、第７条の規定による実績報告書に添付したものと同じ書類で

ある場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 耐震設計の概要を記した書類 

イ 耐震設計の各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏図、

小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 耐震設計の構造計算書 

エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書にア

からウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添付を省略

することができます。） 

カ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第429号。以下

「令」という。）第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第16

号まで又は第19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事が必

要と認める書類 



 

 

 

(5) 除却又は建替えの変更にあっては、当該変更に係る建築物別にまとめた次の書

類（イ及びウについて、第７条の規定による実績報告書に添付したものと同じ書類

である場合は、その旨を記した書類の添付に代えることができます。） 

ア 除却又は建替えの概要を記した書類 

イ 建替えの設計に係る各図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各

階床伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えの設計に係る構造計算書 

エ 令第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第16号まで又は第

19号に掲げる建築物の建替えの事業にあっては、その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

（その２）  

年  月  日  

 

京都府知事    様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）     

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業補助金変更承認申請書 

（通行障害既存耐震不適格建築物に係る事業分） 

 

年  月  日付け京都府指令第  号により交付決定のあった上記補助金

に係る事業について、下記のとおり変更したいので、京都府大規模建築物等耐震化支

援事業費補助金交付要綱に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額  金      円 

２ 変更による申請額  金      円 

３ 変更の理由 

４ 添付書類 

(1) 変更交付申請内容内訳書（別記第１号様式の（その２）の別紙１に準じて作

成してください。） 

(2) 変更交付申請額内訳書（別記第１号様式の（その２）の別紙２に準じて作成

してください。) 

(3) その他知事が必要と認める書類 



 

 

 

第３号様式(第７条関係) 

（その１） 

番     号   

年  月  日   

 

京都府知事    様 

 

  市町村の長     

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金実績報告書 

(要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分) 

 

   年  月  日付け京都府指令第  号により交付決定のあった上記補助金

に 

係る事業を完了しましたので、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要

綱に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額及び精算額 

 交付決定額   金      円 

 精 算 額   金      円 

２ 補助事業の実施期間 

        年  月  日から  年  月  日まで 

３ 添付書類 

(1) 交付申請内容内訳書（別記第１号様式の（その１）の別紙１に準じて作成し

てください。） 

(2) 補助金精算額内訳書（別記第１号様式の（その１）の別紙２に準じて作成し

てください。) 

 (3) 収支決算書（別記第１号様式の（その１）の別紙３に準じて作成してくださ

い。) 

 (4) 耐震設計にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

   ア 改修設計の耐震性の概要を記した書類 

イ 耐震設計に係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階

床伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 耐震設計に係る構造計算書 

エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書

にアからウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添

付を省略することができます。） 

(5) 建替えの設計にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

     ア 建替えの設計に係る概要を記した書類 

イ 建替えに係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床

伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 



 

 

 

ウ 建替えに係る構造計算書 

エ その他知事が必要と認める書類 

 (6) 耐震改修にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 耐震改修の結果が耐震設計内容に適合することを証する書類 

イ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第 429号。以

下「令」という。）第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号か

ら第 16号まで又は第 19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、そ

の他知事が必要と認める書類 

(7) 除却又は建替えにあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 除却又は建替えの概要を記した書類 

イ 令第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第 16号まで又

は第 19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事が必要と

認める書類 

ウ 建替えに係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床

伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

エ 建替えに係る構造計算書 

オ その他知事が必要と認める書類 



 

 

 

 

（その１の２） 

番     号 

年  月  日 

 

京都府知事    様 

 

  住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金実績報告書 

(要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分) 

 

   年  月  日付け京都府指令第  号により交付決定のあった上記補助金

に係る事業を完了しましたので、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交

付要綱に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額及び精算額 

交付決定額   金      円 

精 算 額   金      円 

２ 補助事業の実施期間 

        年  月  日から  年  月  日まで 

３ 添付書類 

(1) 交付申請内容内訳書（別記第１号様式の（その１の２）の別紙１に準じて作成

してください。） 

(2) 補助金精算額内訳書（別記第１号様式の（その１の２）の別紙２に準じて作成

してください。) 

(3) 収支決算書（別記第１号様式の（その１の２）の別紙３に準じて作成してくだ

さい。) 

(4) 耐震設計にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 改修設計の耐震性の概要を記した書類 

イ 耐震設計に係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏

図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 耐震設計に係る構造計算書 

エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書にア

からウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添付を省略

することができます。） 

(5) 建替えの設計にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 建替えの設計に係る概要を記した書類 

イ 建替えに係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏



 

 

 

図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えに係る構造計算書 

エ その他知事が必要と認める書類 

(6) 耐震改修にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 耐震改修の結果が耐震設計内容に適合することを証する書類 

イ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第 429号。以下

「令」という。）第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第 16

号まで又は第 19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事が

必要と認める書類 

(7) 除却又は建替えにあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 除却又は建替えの概要を記した書類 

イ 令第８条第１項第１号、第３号から第７号まで、第９号から第 16号まで又は

第 19号に掲げる建築物の耐震改修の事業にあっては、その他知事が必要と認め

る書類 

ウ 建替えに係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏

図、小屋伏図及び構造詳細図） 

エ 建替えに係る構造計算書 

オ その他知事が必要と認める書類 

 

  



 

 

 

 

（その２）  

 年  月  日  

 

  京都府知事    様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）     

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金実績報告書 

（通行障害既存耐震不適格建築物に係る事業分） 

 

   年  月  日付け京都府指令第  号により交付決定のあった上記補助金に 

係る事業を完了しましたので、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱

に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

  １ 補助金の交付決定額及び精算額 

交付決定額  金      円 

精 算 額  金      円 

  ２ 補助事業の実施期間 

年  月  日から  年  月  日まで 

  ３ 添付書類 

(1) 交付申請内容内訳書（別記第１号様式の（その２）の別紙１に準じて作成し

てください。） 

   (2) 補助金精算額内訳書（別記第１号様式の（その２）の別紙２に準じて作成し

てください。) 

(3) 耐震診断にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

     ア 耐震診断の結果概要を記した書類 

イ 現況の図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床伏図、

小屋伏図及び構造詳細図）    

     ウ 現況の構造計算書 

      エ 耐震診断の結果を証する書類の写し 

オ 耐震診断の結果を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書に

アからウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添付

を省略することができます。） 

カ その他知事が必要と認める書類 

   (4) 耐震設計にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

     ア 改修設計の耐震性の概要を記した書類 

イ 耐震設計に係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階

床伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 耐震設計に係る構造計算書 

     エ 耐震設計の耐震性を証する書類の写し 



 

 

 

オ 耐震設計の耐震性を証するための審査の申請書の副本の写し（当該申請書

にアからウまでの書類と同じ書類の添付がある場合は、当該書類の写しの添

付を省略することができます。） 

カ その他知事が必要と認める書類 

(5) 建替えの設計にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

     ア 建替えの設計に係る概要を記した書類 

イ 建替えに係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床

伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えに係る構造計算書 

エ その他知事が必要と認める書類 

(6) 耐震改修にあっては、建築物別にまとめた次の書類 

ア 耐震改修の結果が耐震設計内容に適合することを証する書類 

イ その他知事が必要と認める書類 

(7) 除却又は建替えにあっては、建築物別にまとめた次の書類 

     ア 除却の計画又は建替えの概要を記した書類 

イ 建替えに係る図面（付近見取図、配置図、各階平面図、基礎伏図、各階床

伏図、小屋伏図及び構造詳細図） 

ウ 建替えに係る構造計算書 

エ その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第３号の２様式(第７条の２関係) 

年  月  日  

 

京都府知事    様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）     

 

 

補助金受領委任状 

 

 

私は、下記の補助金について、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱

第７条の２第１項の規定により、下記のとおり受領を委任します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

２ 建築物の名称 

３ 建築物の所在地 

４ 補助金交付決定番号 

５ 確定補助金額    金     円 

 

 

上記の補助金の受領について委任を受けることを承諾します。ただし、通行障害既存耐

震不適格建築物に係る事業を実施するために要する経費に充てるものとします。 

 

補助対象事業に係る委託を受けた者又は工事の受注者 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）    ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第４号様式(第８条関係) 

（その１） 

番     号  

年  月  日  

 

 京都府知事    様 

 

 市町村の長     

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業全体設計（変更）承認申請書 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分） 

 

 要緊急安全確認大規模建築物の    について全体設計の（変更）承認を受けたい

ので、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり

申請します。 

 

記 

 

 １ 事業内容 

 

 ２ 建築物概要 

  (1) 名称 

  (2) 所在地 

  (3) 階数    地上  階／地下  階 

  (4) 構造 

  (5) 面積    延床面積      ㎡ 

  (6) 建築年月 

 

 ３ 補助事業の実施予定期間 

     年  月  日から  年  月  日まで 

 

 ４ 全体設計額  全体   金     円 

          １年目  金     円 

          ２年目  金     円 

          ３年目  金     円 

 

 ５ 添付書類 

  (1) 付近見取図 

  (2) 配置図 

  (3) 工程表（年度毎の出来高が分かるもの） 

  (4) 見積書（年度毎の出来高が分かるもの） 

   (5) その他知事が必要と認める書類 

 

  



 

 

 

 

（その１の２） 

番     号  

年  月  日  

 

 京都府知事    様 

 

 住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業全体設計（変更）承認申請書 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る事業分） 

 

 要緊急安全確認大規模建築物の    について全体設計の（変更）承認を受けたい

ので、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり

申請します。 

 

記 

 

１ 事業内容 

 

２ 建築物概要 

(1) 名称 

(2) 所在地 

(3) 階数    地上  階／地下  階 

(4) 構造 

(5) 面積    延床面積      ㎡ 

(6) 建築年月 

 

３ 補助事業の実施予定期間 

     年  月  日から  年  月  日まで 

 

４ 全体設計額   全体  金     円 

１年目  金     円 

２年目  金     円 

３年目  金     円 

 

５ 添付書類 

(1) 付近見取図 

(2) 配置図 

(3) 工程表（年度毎の出来高が分かるもの） 

(4) 見積書（年度毎の出来高が分かるもの） 

(5) その他知事が必要と認める書類 

  



 

 

 

 

（その２）  

年  月  日  

 

京都府知事    様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）     

 

年度京都府大規模建築物等耐震化支援事業全体設計（変更）承認申請書 

（通行障害既存耐震不適格建築物に係る事業分） 

 

通行障害既存耐震不適格建築物の    について全体設計の（変更）承認を受けたい

ので、京都府大規模建築物等耐震化支援事業費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり申

請します。 

 

記 

 

１ 事業内容 

 

 ２ 建築物概要 

  (1) 名称 

  (2) 所在地 

  (3) 階数    地上  階／地下  階 

  (4) 構造 

  (5) 面積    延床面積      ㎡ 

  (6) 建築年月 

 

 ３ 補助事業の実施予定期間 

     年  月  日から  年  月  日まで 

 

 ４ 全体設計額  全体   金     円 

          １年目  金     円 

          ２年目  金     円 

          ３年目  金     円 

 

 ５ 添付書類 

  (1) 付近見取図 

  (2) 配置図 

  (3) 工程表（年度毎の出来高が分かるもの） 

  (4) 見積書（年度毎の出来高が分かるもの） 

   (5) その他知事が必要と認める書類 

 

 


